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１　研究の背景と目的

本研究は、３つの背景により行うものである。
１つは、広域自治体をめぐる大きな社会状況の変化である。昨年来、「大阪都構想」が大きな話題となるなど、

改めて都道府県の役割、あり方が問われている。そのような状況で、「県政運営を県に信託している県民が県
にどのような役割を望むか」という県民の声を聞くための役割を果たすのが広聴である。

２つめは、行政と住民を取り巻く環境の変化である。行政と地域の住民が連携・協働しないと解決できない
課題も増えている。住民側では NPO やボランティアが大きな役割を担うようになり、行政はその要望を的確
にとらえる必要がある。その役割を果たすのも広聴である。

３つめは、自治基本条例との関係である。自治基本条例は、自治の理念や基本的な制度や権利を内容とする
条例とされている。権利としての「県民の県政参加の機会を確保」するための、具体的な方法としての広聴の
検討が必要となる。

本研究は、大きく変化する社会状況に対応するため、かつ、自治基本条例に定められた権利を具体化するた
めの「方法論としての広聴のあり方」について提案を行うことを目的として、社会科学的に客観的な視点から
行ったものである。

２　研究報告書の構成

　本研究の構成は、次のとおりである。
　　第１章　はじめに
　　第２章　本研究における広聴と論点提示
　　第３章　広聴に関する取組み事例
　　第４章　広聴のあり方における論点整理
　　第５章　結論（住民の声に対応する確認表）

３　内　容

○　本研究の手法と構成

本研究は、広聴における行政担当者の意見聴取、有識者への意見聴取、各都道府県広聴担当課へのアンケー
ト調査、民間企業の「お客様の声」を担当している部署への調査、文献調査等を基に行った。

広聴のあり方に関する調査・研究

第１章　はじめに
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本研究の構成として、第１章は「はじめに」として、研究の背景と目的、広聴とは何かを示した。第２章は「本
研究における広聴と論点提示」として、広聴の歴史と現状を踏まえ、民間企業のお客様の声対応における取組
みなどを参考に、「本研究における広聴」を示し、広聴の課題を既往研究や全国都道府県の広聴担当課への調
査などから抽出したうえで「課題年表」を作成し、論点を提示した。第３章は「広聴に関する取組み事例」と
して、各都道府県や民間企業から、特色ある事例を紹介した。第４章は「広聴のあり方における論点整理」と
して、第３章で紹介した事例を参考に、第２章で示した本研究の広聴における論点を整理した。第５章は「結
論（住民の声に対応する確認表）」として、本研究の広聴に対して、第４章で整理した論点を「住民の声に対
応する確認表」として提示した。また、補論として広聴におけるソーシャル・ネットワーキング・サービスの
可能性についても検討を行った。

○　本研究における広聴

これまでの広聴は、「行政に対する住民の意見・要望を収集し、住民の声を政策に反映すること」であった。
広聴が重視される時代となった現状において、自治体の広聴への意識は高く、各種の施策を実施している。こ
こでは、民間企業の取組みを参考に本研究の背景で述べた社会状況に対応すべく、「本研究における広聴」を
検討した。

民間企業における「お客様の声」対応では、「お客様の声を集める」ことと、「お客様の声を商品・サービス
に反映する」ことの間に、「お客様の声を蓄積して分析する」ことを行っていた。「お客様の声を蓄積して分析
する」ことで、お客様の声の背後にある真意を探ることや、業務の改善だけでなく、新しい商品やサービスに
つながるお客様の声を導き出せる可能性があるとしていた。

民間企業における「お客様の声」対応では、なぜ「お客様の声を蓄積して分析」を行うほどにお客様の声を
大切にするのだろうか。「お客様の声」は、業務改善や新たな商品化などのための貴重な資源（宝の山）であ
ると考えているが、それ以上に、消費者（お客様）の支持を失うことは、企業の存続さえも危うくする可能性
がある。

自治体であっても、北海道夕張市の例もあり、存続が保障されている時代ではなくなった。そのような時代
に行政運営をするには、広聴においても、さらに踏み込んだ対応をすべきではないだろうか。民間企業の取組
みがすべて行政の対応として可能とは言えないが、「お客様の声を蓄積して分析」を行う取組みは参考となる
だろう。つまり、自治体が「住民の声を収集した」後、「住民の声を蓄積して分析」を行うことが必要ではな
いかと考えた。そのことで、住民の声の真意が分かり、的確に政策に反映することができるだけでなく、住民
の声の傾向を把握することができ、新たな政策立案の参考となるだろう。

各都道府県に「広聴における今後の課題・方向性」に関する質問をしたところ、「相手方の要望や意見等を
正確に聴き取る技術の向上を図るための研修や聴き取った内容の分析等を充実させる必要がある」という回答
や、「“ 宝の山 ” であるはずの住民意見の分析体制、能力がないため、その分野の意識的強化や、外の専門家
等からの支援の可能性等の検討が必要である」といった回答があり、住民の声を分析する必要性を認識してい
る都道府県はいくつかあった。

以上から、本研究における広聴は、「住民の声を集め、住民の声の真意を探るための分析をしたうえで、政
策に反映すること」と考える。

○　本研究の広聴における課題年表の作成と論点提示

本研究の目的は「方法論としての広聴のあり方」を提案することにある。そのためには、行政が「どのよう

第２章　本研究における広聴と論点提示
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に広聴を行うべきか」という論点を示す必要がある。
そこで、本研究の広聴を、「住民の声を集める」、「住民の声の真意を探るための分析」、「住民の声を政策に

反映する」の３つに分けたうえで、既往研究等（発行年を横軸で表記）、各都道府県への調査（2011 年に本
研究で実施）で指摘され、これまで解決がされていない課題を分類し、本研究の広聴における論点を提示する
ための「課題年表」を作成した。



政策研究の具現化へ向けて

47かながわ政策研究・大学連携ジャーナル No.3 2012.9

広聴において特色ある取組みをしている都道府県の事例と民間企業調査の結果から、その取組み状況を紹介
した。これらの取組みは、第４章で行う広聴のあり方の論点整理を行ううえで、参考となる取組みである。
【自治体の取組み】

１　「お客さまの声」に関する取組み（神奈川県企業庁の取組み）
２　県民の声への対応（三重県の取組み）
３　「県民からの提案・提言」の事業化について（青森県の取組み）
４　県政運営評価戦略会議（徳島県の取組み）
５　府民の声の見える化（大阪府の取組み）

【民間企業の取組み】

１　アサヒビール㈱お客様相談室の取組み
２　花王㈱生活者コミュニケーションセンターの取組み

本章では、第３章の事例を踏まえて、第２章で述べた本研究の広聴の論点における行政の対応を整理した。
以下は検討を行う論点である。

①　住民の声を集める

・住民の本音を聞きだす対応
・多様な住民の声を集める
・効率的に住民の声を集める
・広報と連携した広聴
・広聴の広域的対応（市町村との連携）

②　住民の声の真意を探るための分析

③　住民の声を政策に反映する

・住民の声を政策に反映する
・住民の声を政策に反映する仕組み
・住民の声を中心とした自治体全体のマネジメント（トップマネジメント）

本章で提示する「住民の声に対応する確認表」は、第２章で示した本研究の広聴における論点に対して、第
３章で紹介した取組み事例を参考としながら、第４章で行った行政対応の論点整理の結果をまとめたものであ
る。縦軸にとった本研究の広聴に対して、横軸では、どのような行政対応を行うべきかという確認事項を示し
た。本表を各自治体における現在の行政対応に当てはめることで、広聴における対応の進捗を確認することが
できる。

本研究では、本表の個々の対応については、広聴を担当する部局だけではなく、行政職員が事業を実施する
際、政策を考える際にも念頭に置くべきものであると考える。また、行政全体の方向性として、住民の声にど
のように対応して政策を進めていくかについても示している。

第３章　広聴に関する取組み事例

第４章　広聴のあり方における論点整理

第５章　結論（住民の声に対応する確認表）
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本表における行政対応がひとつでも多く進捗することで、住民の声をより多くの政策に反映することができ
れば、住民にとっても自らの声が行政に反映されたことを実感でき、行政全体への信頼につながることが期待
できる。

○　おわりに

本研究では広聴を、「住民の声を集める」、「住民の声の真意を探るための分析」、「住民の声を政策に反映
する」とし、それぞれの課題を抽出し、分類することで、広聴のあり方における論点を提示した。その論点
において、先進自治体の取組み事例や、民間企業の取組みを参考に、具体的な行政対応のあり方を検討し、「住
民の声に対応する確認表」にまとめた。本研究では、都道府県と、市町村との広聴における連携の必要性は
述べたが、本研究の広聴における、広域自治体と基礎自治体の基本的行政対応には違いはないと考える。

現在、行政だけでは解決が難しい問題が増えるなど、行政を取り巻く社会状況は大きく変化している。そ
のような状況に対応していくためには、本研究が提示した「住民の声に対応する確認表」を活用する場面も
増えると考えられる。

４　研究に助言をいただいた方
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